
事例内容・タイトル

出典

地方公共団体金融機構

団体名

事例区分 一般行政 タグ

事例種類

・人材確保・育成
・ICT
・（行政改革）業務の効率化

佐賀県佐賀市

人材育成・確保

林業事業体・自伐林家の育成・支援

森林環境譲与税の令和２年度取組事例集（令和３年１２月）

団体の属性 一般市

事例№ 1436

公表年度 R3



□ 事業内容
１ スマート林業推進事業

• 林業事業体がICT技術を活用した人手不足の解消と効率化を図るた
め、スマート林業に係る経費に対し支援（1/2以内）を実施。

【事 業 費】887千円（全額譲与税）

【実 績】3事業体への支援を実施

（ドローン2機、GPS測量機器1台）

２ 自伐林家育成研修事業（初級編）

• 自伐型林業に関する基礎知識や技術を習得する研修会を実施。

安全講習３日間、伐倒研修２日間、作業道開設研修３日間

【事 業 費】1,448千円（全額譲与税）

【実 績】参加者10名（募集10名）

３ 自伐林家林業資格取得事業

• 林業に必要な安全講習や技能講習に係る経費に対し支援（5/10以
内）を実施 。

【事 業 費】83千円（全額譲与税）

【実 績】 申請件数：9件

➢ 佐賀市では、伐期齢をむかえた多くの人工林が利用期をむかえているが、担い手の減少する中で森林資源調査及び森林整備の一連の作
業には多くの人手と時間がかかり森林整備が進まない状況であるため、林業事業体の人手不足の解消と施業の効率化を図っていくとと
もに森林・林業を支える主体の一つとして、自伐林家や自伐型林業を実践する新規就業者の育成・確保を図る方針。

➢ 令和２年度においては、以下の取組を実施。

• 市内林業事業体がICT技術を活用した人手不足の解消と効率化を図るため、スマート林業に係る経費に対し支援した。

• 自伐型林業に関する基礎知識や技術を習得するための研修会（初級編）を実施した。

• 林業に必要な安全講習や技能講習に係る経費に対し支援した。

佐賀県 佐賀市（林業事業体・自伐林家の育成・支援）

□ 事業スキーム
１ スマート林業推進事業

□ 工夫・留意した点

• 1の事業において、スマート林業推進の一環として、林業事業
体を対象としたドローン操作及び画像解析の研修会を2日間実
施した。

• ２の事業において、市、自伐林家、研修生の３者で協議を重
ね、新たに自伐型林業の組織（会員17名）を設立した。

市 林業事業体支援 活用

森林資源調査

境界確認

申請・検査

①令和２年度譲与額 52,114千円

②私有林人工林面積（※１） 9,302ha

③林野率（※２） 41％

④人口（※３） 236,372人

⑤林業就業者数（※３） 101人

◇ 基礎データ

※１：「森林資源現況調査（林野庁、H29.3.31現在）」より、

※２：「2015農林業センサス」より、※３：「H27年国勢調査」より（事業２：研修の様子）

２ 自伐林家育成研修事業

県森林組合連合会委託市

人材育成・確保
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